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6600 歳歳以以上上のの労労災災４４万万人人超超、、９９年年連連続続のの

増増加加にに（（55//3311））  

厚生労働省の 30 日の発表によると、

昨年の労働災害で死傷した 60歳以上の

人は、前年比 952 人増の４万 654 人（う

ち死者 299 人）で、９年連続過去最多を

更新した。労働者全体の死傷者数（13

万 5,718 人）に占める割合は、30.0％だ

った。 

カカススハハララ対対策策義義務務化化  改改正正法法成成立立（（66//55））  

改正労働施策総合推進法などが４日、参院本

会議で可決、成立した。今後、厚生労働省が指

針を作成し１年半以内に施行される。企業にカ

スハラへの対応方針の明確化や相談窓口の設

置などを義務付け、取引先など他の会社の従業

員にカスハラを起こさないための研修などは

努力義務とした。附則には改正法で対象に含ま

れないフリーランスの保護について、今後検討

することが明記された。 

改改正正公公益益通通報報者者保保護護法法がが成成立立（（66//55））  

改正公益通報者保護法が４日、参院本会議で

可決、成立した。内部告発をしたことを理由に

解雇や懲戒処分にした法人と処分を決めた担

当者に対する、刑事罰が導入される。また、民

事で通報後１年以内に行った解雇や懲戒処分

と通報との関係が争われた場合、関係がないこ

との立証責任を使用者側に課す。公布から１年

半以内に施行される。  

デデジジタタルル給給与与  初初年年度度登登録録口口座座 11..77 万万件件（（66//77））  

厚生労働省は６日、2024 年度末時点のデジ

タル給与払いの登録口座が１万 7,210 件だっ

たと明らかにした。2023 年４月のデジタル払

い解禁後、2024 年９月に支払いが始まった。

2025 年３月の月間利用額は、約１億 3,000 万

円。  

障障害害年年金金のの不不支支給給割割合合がが 1133..00％％（（66//1122））  

厚生労働省は 11 日、2024 年度における障害

年金の不支給割合が 13.0％（前年度比 4.6 ポ

イント増）に上ったとの調査結果を公表した。

精神障害の不支給割合が 12.1％（前年度比 5.7

ポイント増）と特に増えており、今後、昨年度

以降の不支給事案を点検し、必要な場合は改め

て支給決定する。 

男男女女平平等等度度  日日本本はは 111188 位位（（66//1122））  

世界経済フォーラム（WEF）は 12 日、世界

148 カ国の男女平等度を順位付けした 2025 年

版「男女格差（ジェンダー・キャップ）報告」

を発表した。政治、経済、教育、健康の４分野

で男女間の格差を分析、数値化するもので、日

本は昨年版と同順位の 118 位、主要７カ国（G

７）の中で最下位であった。女性官僚の減少や

女性管理職の少なさなどが低迷の要因となっ

た。 

外外国国人人のの国国保保滞滞納納防防止止へへ  シシスステテムム改改修修

（（66//1133））  

政府は、外国人の国民健康保険の納付状況を

把握できるよう、システムを改修する。骨太の

方針に盛り込まれ、26年度に自治体独自の国

保システムの標準化に着手し、27年度にも滞

納情報を在留資格審査に活用して、更新を不許

可にするといった対策をとる。 
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年年金金制制度度改改革革法法案案がが成成立立（（66//1133））  

年金制度改革法案が 13日、参議院本会議で

可決、成立した。被用者保険の適用拡大、在職

老齢年金制度の見直し、遺族年金の見直し等が

講じられる。基礎年金の底上げ策は、2029 年

公表予定の年金財政検証の結果を踏まえ、実施

を判断する。 

iiDDeeCCoo のの加加入入年年齢齢  7700 歳歳未未満満ままででにに引引上上げげ

（（66//1144））  

個人型確定拠出年金（iDeCo）の加入上限年

齢が引き上げられる。現在は第１号被保険者と

第３号被保険者は原則 60歳まで、第２号被保

険者は 65歳未満とされているが、改正後は一

律 70歳未満とし、老後資産の形成を促進する。

施行は、改正法の公布から３年以内。 

フフリリーーラランンスス法法違違反反でで初初勧勧告告（（66//1188））  

公正取引委員会は 17 日、小学館と光文社が

フリーのライターやカメラマンに対して報酬

額や支払期日を示していなかったとして、フリ

ーランス保護法に基づき再発防止とともに、今

回対象となったもの以外にも同様の問題が起

きていないかの調査および必要な措置を講じ

ることを勧告した。同法施行後、初の勧告とな

る。口約束での発注や刊行日基準の報酬支払い

が出版業界の慣行になっている可能性があり、

後日、業界団体に対して法令順守の周知を要請

する。また法施行後、アニメーション業界やゲ

ームソフトウェア業界などで 54 件の違反や違

反のおそれが確認されており、フリーランスと

の取引が多いとみられる業種への調査を集中

的に進めるとしている。 

特特定定技技能能のの賃賃上上げげ連連携携  製製造造業業のの人人材材管管理理団団

体体設設立立（（66//2255））  

鉄鋼・電機・繊維など製造業の主要な 30 団

体は、外国人労働者の受入れ拡大のため、新た

な団体「一般社団法人・工業製品製造技能人材

機構（JAIM）」を設立し、25日、経済産業省

が特定技能外国人受入事業実施法人として登

録した。傘下に入る計 7,000 社に対し、特定技

能外国人の賃金を毎年、大企業は３％、中小企

業は 1.5％引き上げることを義務付け、未達が

続き改善がみられない企業は除名され特定技

能外国人の受入れができなくなる。 

公公取取委委がが荷荷主主にに注注意意をを呼呼びびかかけけ（（66//2266））  

公正取引委員会は 24 日、令和６年度におけ

る荷主と物流事業者との取引に関する調査結

果および優越的地位の濫用事案の処理状況を

公表した。「不当な給付内容の変更及びやり直

し」、「代金の支払遅延」、「買いたたき」な

ど優越的地位の濫用につながるおそれのある

行為として 747 件が報告され、その半数で「荷

待ち」があった。調査対象の荷主 30,000 名の

うち 100 名には立入り調査が実施され、書面に

よる注意喚起が行われた荷主は 646 名だった。 

精精神神疾疾患患ででのの労労災災  ６６年年連連続続過過去去最最多多にに（（66//2266））  

精神疾患を発症して労災認定された人が昨

年度 1,055 人（前年度比 172 人増）に上り、６

年連続で過去最多を更新したと、25 日、厚生

労働省が公表した。原因別では「上司からのパ

ワハラ」が最も多く（224 人）、「仕事内容・

仕事量の大きな変化」（119 人）、「カスハラ」

（108 人）、「セクハラ」（105 人）と続いた。

中でも「カスハラ」は前年度から倍増した。 
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「労働安全衛生規則の一部を改正する省令（令和７年厚生労働省令第 57 号）」により、労働安
全衛生規則 612 条の２が新設され、令和７年６月１日から施行されました。これは、職場における熱中症対
策を強化するものです。厚生労働省のリーフレットで、その概要を確認しておきましょう。 
･････････････････････職場における熱中症対策を強化 厚労省のリーフレット（抜粋）････････････････････ 

令和７年６月から職場における熱中症対策を強化 

個々の事業者に対し、措置義務が課されます。この労働安全衛生法 22 条には、罰則が設けられており、同条の
規定に違反した者は、６月以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処することとされています（同法 119 条 1 号）。 

「令和７年度税制改正（基礎控除の見直し等関係）Ｑ＆Ａ（令和７年５月）」

これまでにもお伝えしてきましたが、令和７年度税制改正により、所得税の「基礎控除」や「給与
所得控除」に関する見直し、「特定親族特別控除」の創設が行われました。この改正について、国税庁から、「令和７
年度税制改正（基礎控除の見直し等関係）Ｑ＆Ａ（令和７年５月 30 日）」が公表されました。ここでは、そのＱ＆Ａ
の一つを紹介します。 

Ｑ 令和７年 12 月に行う年末調整での税額計算において注意する点を教えてくだ
さい。 
Ａ 注意する点は以下のとおりです。 
① 「年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表」が改正されました。 

令和７年 12 月に年末調整の計算をする際には、改正後の「年末調整等のため
の給与所得控除後の給与等の金額の表」を使用してください。 

（注）改正後の「年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表」は、国税庁ホ
ームページに令和７年８月末頃に掲載する「令和７年分年末調整のしかた」に掲載予
定です。 

② 基礎控除額が改正されましたので、従業員から提出を受けた基礎控除申告書を基に、基礎控除額を控除してくだ
さい。 

･･････令和７年度税制改正（基礎控除の見直し等関係）Ｑ＆Ａ（令和７年５月 30 日）／Ｑ＆Ａ４−１･･････ 

（次ページへ続く） 

★夏場に屋外で作
業を行う場合は、
ほぼ、対象となる
ことが想像できま
す。上記のリーフ
レットのほか、も
う少し詳しい内容
を説明したパンフ
レットも公表され
ていますので、確
認しておきたいと
ころです。お声掛
けいただければ、
ご 用 意 い た し ま
す。なお、改正によ
り新設された労働
安全衛生規則 612
条の２は、労働安
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Ⅲ その他 
子に係る加算額の引上げな

令和 7 年 6 月 13 日、年金制度改正法（正式名称は「社会経済の変化を踏まえた年金制度の機
能強化のための国民年金法等の一部を改正する等の法律」）が可決・成立しました。その全体像を確認してお
きましょう。 
 

★年金の受給権者・被保険者はもちろん、適用事業所（企業）にも影響を及ぼす改正規定が含まれており、非
常に重要な改正となっています。今後の動向に注目です。動きがありましたら、改めてお伝えします。 

被用者保険の適用拡大、在職老齢年金の見直しなどを盛り込んだ 
年金制度改正法が成立しました 

･･･････････････････････令和７年通常国会に提出された年金制度改正法の全体像･････････････････････ 

★このＱ＆Ａにより、令和７年度税制改正による年末調整の変更点などについて、国税庁の現時点における見
解を知ることができますので、早めに確認しておくようにしましょう。必要であれば、お声掛けください。Ｑ
＆Ａのリンクなどを紹介させていただきます。 
 

③ 特定親族特別控除が創設されましたので、従業員から提出を受けた特定親族特別控除申告書
を基に、特定親族特別控除額を控除してください。 

④ 本年分の毎月の徴収税額の合計額が年調年税額よりも多いときには、その差額（過納額）は、
その過納となった人に還付します。 

過納額が生じた場合には、その過納額を年末調整を行った月分（通常は本年 12 月分。納期の特例の承認を受けている
場合には、本年７月から 12 月までの分）として納付する源泉徴収税額から差し引き、過納となった人に還付しますが、
年末調整を行った月分の徴収税額のみで還付しきれないときは、その後に納付する源泉徴収税額から差し引き順次還付
します。（以下、省略） 

＜主な改正項目＞ 
Ⅰ 公的年金制度の見直し 
１ 被用者保険の適用拡大等 
２ 在職老齢年金制度の見直し 
３ 遺族年金の見直し 

４ 厚生年金保険等の標準報酬月額の上限の段階的な引上げ 
５ 将来の基礎年金の給付水準の底上げ←衆議院で、附則に追加 

Ⅱ 私的年金制度の見直し 
１ 個人型確定拠出年金の加入可能年齢の上限の引き上げ 
２ 企業年金の運用の見える化 

＜主な改正規定の施行期日（厚労省のＨＰより）＞ 


